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施策 7301
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 余地有

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
職員対象
市民一人ひとりが人権に対する正しい理解や認識を持ち、お互いの人権を尊重しあう社

会環境の実現に向け、人権教育・啓発の推進、研修・講座の実施、人権相談事業の推進等
を図る。

施
策
が
目
指
す
姿

①講演会等出席者数・・・2022年度目標 3,300人（現状値3,000人）成
果
指
標

平成30年度
3,060.00
2,837.00

89,868
87,525

平成31年度
3,120.00
4,111.00

84,124
84,124

令和2年度
3,180.00

86,794
86,794

令和3年度
3,240.00

0
0

令和4年度
3,300.00

0
0

上位施策の目標指標を高める為には、市民の意識を高めることが必要であるため、本単
位施策の目標達成による貢献度は高い。貢献度

講演会等への出席者数の令和元年度目標値である３，１２０人に対し、４，１１１人と
目標値の達成した。達成状況

人権尊重への意識を高めてもらうため、研修、講演会等のテーマや内容を工夫検討し、
参加者の増加につなげていく必要がある。課題

多様な人権問題解決のため関係機関と連携した事業を実施する。
取組方針

外

部

評

価

100301
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

人権擁護費 6,805

平成31年度

100
103401 隣保館相談事業費

19400000

7,091 100
103101

生活環境部 人権・男女

人権問題対策委託費 12,622 86

人権の尊重

100201 人権問題啓発事業費 7,746 84
103201 人権問題対策補助金 4,415 80
103301 隣保館運営事業費 18,318 66
100101 人権・男女共同参画課一般経常事務費 12,784 1
104002 隣保館管理費 10,165 1
620201 特別職人件費 ２人 0
755001 人権施策推進プラン第２期計画策定事業費

単位施策評価表 所属

0

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]
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生活環境部 人権・男女

7301施策

平成31年度 19400000

事業ｺｰﾄﾞ 名 称
人権の尊重

763302
ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円)

大平隣保館身障者用トイレ改修事業費
達成度

0
763402 大平隣保館駐車場舗装改修事業費 0
790401 会計年度任用職員人件費（人権・男女共同参画課） 0
798301 藤岡富吉集会所男子トイレ改修事業費 0



施策

妥当性 妥当 　人権擁護は、市の重要な役割のひとつで妥当である。

コスト削減の余地 有
　既にコスト削減に取り組んでいますが、今後もコスト削減の
余地を検討していきたい。

受益者負担 適正
　人権施策は、普及啓発の事業であり受益者負担はなじま
ない。

上位貢献度 有効
　基本的人権の尊重を実現するためには、人権教育や啓発
の積み重ねが重要であるため有効である。

類似事業の有無 無
　人権啓発を行う事業は多数あるが直接的に人権施策を取
り扱う事業としては類似事業はない。

成果向上の余地 有
　さまざまな内容の人権啓発や対象を変えるなどにより、成
果向上の余地はある思われる。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

単位施策評価表　補表

　7301　　　人権の尊重

区分

内部評価

　上位施策の目標指数を達成していくために本施策を継続的に行い、
市民の人権に対する意識を高めることが必要であるため、本単位施策
の目標達成による上位施策の貢献度は高い。

　人権に関する研修・講演会などは参加者の人権意識の高揚に効果的
であり、例年実施している「市民の集い」の人権講演会の他に、「人権ミ
ニフェスタ」として、第１部中学生の意見発表と第２部蓮池薫氏の人権
講演会を実施したため、令和元年度においては、４，１１１人と目標を達
成した。

　時代の変化と共に人権問題は多様化してきており、「人権」が身近な
問題であることを認識し、人権尊重の意識を高めてもらうため、研修、
講演会等のテーマや内容を工夫検討したい。

　多様化している人権問題に対し、時代を見据えて興味を持てるテーマ
や内容の研修、講演会の開催に努めるとともに、関係機関と連携し、根
気強く継続的に啓発活動を実施していく。


